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はじめに

中国の裁判所が，民商事事件における国際司

法共助を進めている。

一国が外国判決を承認・執行する法的根拠

は，国際条約，相互の保証が重要になるが，多

数国が加盟する国際条約が必ずしも十分に整備

されているとはいえないところ，中国裁判所

は，外国裁判所との事実上の司法共助，相互の

保証を積極的に進めようとしている。このこと

は，中国が“一帯一路”構想をあらゆる側面か

ら支援・推進しようとしているからであるとも

考えられる。

本稿では，（1）中国と外国裁判所の国際司法

共助条約の締結状況，及び（2）米中ほか裁判

所間判決の相互承認に関する実務の動向を概観

し，（3）“一帯一路”構想推進の中で見られる

当該分野の変化を整理し，（4）日本との関係に

ついても若干の紹介をする。中国は，“一帯一

路”構想を推進する中で，国際商事紛争解決法

についても主導的役割を担おうとしている。日

本企業も今後，“一帯一路”構想にかかわるプ

ロジェクトに参画することが考えられ，このと

き紛争当事者となる可能性もあるところ，いか

なる国際商事紛争解決の枠組みが形成されよう
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としているのかについて考えておく必要がある

だろう。

Ⅰ 中国と外国裁判所の

国際司法共助条約

国際司法共助とは，ある国で行われている民

事訴訟行為について，他国の裁判機関が当該国

の裁判機関の要請に基づいて，国際的に協力す

ることをいう。国際的協力の内容には，外国裁

判所との間の訴状や判決等の裁判文書の送達，

外国にいる証人尋問等の証拠調べ，外国判決の

承認・執行などがある。

とりわけ，外国判決の承認が国際司法共助に

おいて問題となる。外国判決の承認とは，外国

裁判所が当事者の権利・義務の確定に本国の裁

判所の判決と同等の法的効力を与えることを承

認することをいう。この点が問題となるのは，

一国の裁判所の判決は，当該国内においてのみ

法的効力を生じ，当然に外国に効力を生じるも

のではないところ，渉外民商事事件において，

事件がその他の国の人，物および行為に及ぶと

き，裁判所の判決はただ関係国の承認を得られ

る状況下で当事者の権利・義務の実現を図るこ

とができるからである。

中国は，現在 39 カ国と民商事司法共助条約

を締結し，このうち 38 の条約が発効している。

この 38 条約のうち，ベルギー，シンガポール，

韓国およびタイと締結した 2カ国条約において

は裁判所判決の承認・執行に関する取決めはな

いが，他の 34 カ国と締結した 2 カ国条約には

裁判所判決の承認・執行に関する司法共助の取

決めがある1)。

1987 年に締結された「中国・フランス民商

事に関する司法共助協定」2 条は，司法共助の

範囲を「確定した民商事判決の承認・執行」と

し，20 条に規定する事由（管轄権の瑕疵，自

然人の身分及び能力の準拠法適用の錯誤，未発

効の判決または執行力を備えていない判決，欠

席判決時の送達の瑕疵，既判決との衝突及び主

権の安全または公序を損なう場合）を除き，締

約国の一方の裁判所が下した民商事判決（裁判

所の調停書及び刑事判決における損害賠償及び

財産の返還に関するものを含む）の一方の締約

国内における承認・執行を認めるとしている。

1991 年に締結された「中国・イタリア民事

司法共助条約」6 条は，司法共助の範囲に「当

事者の裁判所判決の承認・執行の申立てに基づ

くもの」を含め，21 条に規定する事由（管轄

権の瑕疵，未発効の判決，欠席判決時の送達お

よび代理の瑕疵，既判決との衝突，先審理の衝

突，及び主権の安全または公序を損なう場合）

を除き，一方の裁判所が下した民事判決（裁判

所の調停書及び刑事判決における損害賠償及び

財産の返還に関するものを含む）の一方の締約

国内における承認・執行を認めるとしている。

では，こうした条約が存在しない国家との間

で一方国の裁判所が下した判決は，もう一方の

国の裁判所で承認・執行が認容されるのか。こ

の判断基準として，裁判所間の判決に対する相

互の保証が得られるか否かが問題となる。例え

ば，米国と中国との間には民商事司法共助条約

は存在しない。したがって，中国裁判所の判決

を米国で承認請求をする場合には，米国国内法

の規定に従うことになり，米国裁判所が，この

中国裁判所の判決を承認するか否かが問題とな

る。また，この逆も然りである。

このような状況の下で，中国と二国間司法共

助取決めのない国の裁判所間の判決の承認・執

行の実務はどうであるのか。最近の動向を見て
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みたい。

Ⅱ 外国裁判所の判決の承認に関する

実務の動向

1．米国と中国の司法共助

上述した通り，米中間で国際司法共助に関す

る取決めは存在しない。こうした中で相互に相

手国裁判所の判決を承認・執行するようになっ

ている。

米国裁判所が中国裁判所の判決を承認・執行

した初めての事件は，米国ロビンソン・ヘリコ

プター社事件2) である。

2004 年 12 月，湖北省高級人民法院（高等裁

判所）は，湖北葛洲壩三聯公司（原告 X1）及

び湖北平湖公司（原告 X2）が，米国ロビンソ

ン・ヘリコプター社（被告 Y）の生産物責任

の損害賠償を請求した事件について判決を下し

た。判決は，Y に対して X1 と X2 に利息を含

めて合計 650 万ドルの損害賠償を命じるもので

あった。2006 年 3 月，X1 と X2 は，米国カリ

フォルニア州連邦地区裁判所に中国裁判所の判

決の承認・執行請求をした。2009 年 7 月，同

裁判所は，湖北省高級人民法院の判決の承認・

執行を認める判決を下した。Yは上訴したが，

2011 年 3 月に米国第 9 巡回上訴裁判所は，上

訴を棄却し，中国裁判所の判決の承認・執行が

認められた。

次いで，中国裁判所が米国裁判所の判決を承

認・執行した劉利 v. 陶莉事件3) がある。

2017 年 6 月，湖北省武漢市中級人民法院は，

劉利（申立人 X）が陶莉ほか（被申立人 Y）

に対して詐取した株式譲渡代金返還ほかの訴え

を認容した米国カリフォルニア州ロサンゼルス

郡上級裁判所の判決の承認・執行を認容する判

決を下した。

これは，中国裁判所が米国裁判所の判決の承

認・執行を認めた初めての事件である。武漢中

級人民裁判所は，「米国と中国は，民事判決を

相互に承認・執行する国際条約に加盟しておら

ず，また米中二国間条約を締結していないた

め，米国裁判所の判決を承認・執行するか否か

は相互の保証の原則に基づくべきである。申立

人 X が提出した証拠によれば，米国は中国裁

判所で民事判決を承認・執行した先例（米国ロ

ビンソン・ヘリコプター社事件）があり，民事

判決の相互承認・執行に関して両当事者の間に

は相互に有益な関係があると結論付けることが

できる」と判示した。

そして，2017 年 10 月 27 日，Qinrong Qiu v.

Hongying Zhang et al. 事件4) が，米国裁判所が

中国裁判所の判決を承認・執行した 2番目の事

件となった。カリフォルニア州中部地区連邦地方

裁判所は，Qinrong Qiu（申立人）が Hongying

Zhang ら（被申立人）に対して貸し付けた金

銭の返済を命じる江蘇省蘇州工業団地人民裁判

所の判決の承認・執行を認容した。

2．英国と中国の司法共助

中国裁判所が，英国裁判所の判決を承認・執

行しなかった事件がある。

ロシア国家交響楽団などが北京国際音楽協会

を訴えた事件で，北京市第二中級人民裁判所

は，「我が国と英国の間には裁判所の判決を相

互に承認・執行することを認める二国間条約を

締結しておらず，また共に加盟している国際条

約もないところ，相互の保証関係は確立してい

ない。したがって，英国高等裁判所の 2002 年

10 月 3 日のロシア国家交響楽団，アドモント

社と北京国際音楽協会との契約に関する紛争に
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関する中間判決及 2003 年 2 月 27 日に下された

2002 年 10 月 3 日の中間判決に関する補充判決

は，我が国の法律が規定する外国裁判所の確定

判決を承認する条件に適合し（せず），した

がって，英国高等裁判所の前述の判決の公的効

力を承認しない」と裁定した5)。

一方，英国高等法院女王座部商事法廷は，

2015 年にスプリートホフ・チャーターリング

有限株式会社 v. 中国銀行事件6) において，中

国裁判所の判決が英国法のもとで承認・執行で

きることを明確にし，この場合の条件および基

準を示した。

英国裁判所は，中国裁判所が外国当事者につ

いて国際裁判管轄権があるか否か，または外国

当事者が任意に中国裁判所に管轄権を委ねた場

合には，英国裁判所は，1982 年の「英国民事

管轄権および判決法令」32 条および 33 条の規

定をもって合意管轄を認定するとした。

そこで，中国裁判所の国際裁判管轄権を認め

た上で，中国裁判所の判決を承認・執行するこ

とが英国の公序に反するか否かについて検討

し，被告がすでに外国の裁判において反訴を申

し立て，外国裁判所の管轄に服している場合に

は，再び公序に反することを理由に外国裁判所

の判決に対する執行拒否を申し立てられないと

判示した。

今後，中国裁判所が，英国判決の承認・執行

を求める申立てを受理したらどのような判断を

示すか注目される。

3．シンガポール・中国の司法共助

昆山捷安特公司が，シンガポール AKS 社を

訴えた事件で，蘇州市中級人民裁判所は，19

万ドルの損害賠償及びその他金銭をAKS 社は

昆山捷安特公司に対して支払えと命じた。昆山

捷安特公司は，この勝訴判決をもってシンガ

ポール高等裁判所に同判決の承認・執行を申し

立て，2014 年 1 月 28 日にシンガポール高等裁

判所の承認・執行認容判決を得た7)。

シンガポール高等裁判所は，「この事件にお

いて，シンガポールと中国との間には裁判所の

判決を相互に保証する条約はなく，中国裁判所

の判決がシンガポールで承認された先例もない

が，抵触法の基本原則に基づき外国判決が終局

の判決であり，かつ判決を下した外国裁判所が

国際裁判管轄権を有しているならば，この外国

判決はシンガポールで承認されるべきである。

また，判決内容が確定した金銭給付義務であれ

ば，当該外国判決はシンガポールで執行でき

る。シンガポール裁判所は中国裁判所の判決の

実体問題を再審査することはできない」と判示

した。

次いで，中国裁判所がシンガポール裁判所の

判決を承認した事件がある。コルマーAGが江

蘇省紡織工業集団輸出入公司を訴えた事件で，

2016 年 12 月に江蘇省南京市中級人民裁判所

は，相互保証の原則によりシンガポール高等裁

判所の民事判決の承認・執行を認容するという

判決を下した。

南京市中級人民裁判所は，「両国間に二国間

協定はないが，相互主義の原則によれば，2014

年 1 月にシンガポール高等裁判所が蘇州市中級

人民裁判所の民事判決を承認する判決下してい

る。本件を審理した結果，シンガポール裁判所

の判決は中国の法律の基本原則または国家の主

権，安全，社会的利益を侵害するものではな

い。故に，シンガポール裁判所の判決を承認・

執行する」と判示した。

なお，2018 年 8 月にシンガポールと「中華

人民共和国最高人民裁判所及びシンガポール共
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和国最高裁判所の商事事件金銭賠償判決の承

認・執行に関する覚書」に調印した。

Ⅲ “一帯一路”構想推進と

国際司法共助

中国の国際司法共助に対する考え方には，

“一帯一路”構想前後で変化が見られる。構想

を発表する前においては，互恵原則（相互の保

証）は「事実上の互恵」であった。「事実上の

互恵」とは，国際司法共助については，相手国

裁判所が中国裁判所の判決を承認・執行するこ

とがなければ，中国裁判所は相手国裁判所の判

決を承認・執行しないというものである。

この典型的な考え方が，日中間の裁判実務で

見られる。中国大連市中級人民法院が 1994 年

11 月に日本の横浜地方裁判所小田原支部が下

した判決及び熊本地方裁判所玉名支部が下した

債権差押並びに転付命令の承認・執行請求がな

されたところ，相互の保証がないことを理由に

拒否した判決があり8)，日本においては大阪高

裁判決9) 及び東京高裁判決10) が中国人民法院

の判決について相互の保証要件が満たされてい

ないとして執行を拒否したものがある。

他にも詳述しないが，中国が“一帯一路”構

想を発表する以前には，ドイツ，オーストラリ

ア，韓国などの裁判所の判決の承認・執行を拒

否した事案が少なからずある。

中国の“一帯一路”構想は，2013 年 9 月 7

日にカザフスタンのナザルバエフ大学で習近平

国家主席が行った演説に始まる。2015 年から

本格的に同構想が始動するが，これに合わせて

2015 年 7 月に最高人民法院は，「人民法院が

“一帯一路”建設に司法サービス及び保障を提

供することに関する若干の意見」を発布した。

この意見は，全 4 章，16 条からなり，（1）

渉外刑事，渉外民商事，海事海商，国際商事海

事仲裁に関する司法監督及び自由貿易区に関わ

る審判業務を強化すること（第 2条，第 4条），

（2）“一帯一路”沿線国と二国間または多国間

司法共助協定を締結すること（第 6 条），（3）

国際条約及び慣行に従って外国法を適用するこ

とを審査し，裁判・仲裁の国際信用力を高める

こと（第 7 条，第 8 条），（4）積極的に国際規

則の制定にかかわり，中国の司法における国際

発言権を高めること（第 13 条）などが規定さ

れている。

“一帯一路”構想が提唱されたあたりから，

上述の通り中国裁判所において外国判決の承

認・執行が認容されるケースが現れ始めた。た

だ，上述したケースは，いずれも中国より先に

外国裁判所が中国裁判所の判決を承認・執行し

ている。今後，逆のケースが現れるか否かが注

目される点となる。

Ⅳ 日中間の国際司法共助

日本と中国の間にも裁判所の判決の承認・執

行に関する二国間条約の締結がなく，国際条約

への加盟もない。日中間では，上述の通り互い

の判決を承認・執行した先例もはない。そうで

あると，裁判所の判決の承認・執行はいつまで

たってもなされないのか。

名古屋地裁判決は，「従前，西ドイツにおい

ては，日本との間には相互の保証がないとする

のが通説的見解とされていたことが認められる

が，右見解は単にその前例がないことを根拠と

するのみで，確たる根拠に基づくものではな

い」として，ドイツとの相互の保証を肯定し

た11)。その後，東京地裁判決で「司法手続も
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国際化しつつある現在，日本の裁判所の判決を

外国判決として承認した先例がないという理由

を主な根拠として，日本の裁判所が，外国判決

の執行分野で，率先して外国の裁判所に対して

門戸を閉ざす結果となる解釈を，軽々に採用す

べきものでもない」として，ドイツ連邦共和国

の会社が日本の会社に同国ベルリン地方裁判所

の勝訴判決に対する執行判決を求め，これが認

容された事件がある12)。

このような判決の趣旨を鑑みると，今後，中

国の裁判所の判決の承認・執行が日本の裁判所

に申し立てられた場合に，先例がないことを

もって拒否せずに，これを認容する余地がある

ようにも考えられる。とりわけ中国の裁判所

が，互恵原則（相互の保証）を「事実上の互

恵」とすることから乖離しようとしているので

あれば，逆に日本の裁判所の判決の承認・執行

が中国の裁判所に申し立てられたときに，報復

的裁定をすることなくこれが認容されることも

出てくるであろうか。

まとめ

今後，日本企業が“一帯一路”プロジェクト

に参画する可能性もあり，このときに商事紛争

を生じることも十分に予想される。また，“一

帯一路”プロジェクトでなくとも，中国企業と

の各種の国際取引やプロジェクトの実施にかか

わって紛争が生じることもある。このときの紛

争解決法をどうするか。外国判決の承認・執行

に関する問題は，ビジネス実務場において重要

な関心事項である

中国は，“一帯一路”構想を推進する中で，

国際商事紛争解決法についても主導的役割を担

おうとしている。中国最高人民法院は，2017

年 9 月 26 日に中国と沿線国との紛争を解決す

るための専門法廷として「“一帯一路”国際商

事法廷」を正式に設置することで研究をしてい

るということを発表した13)。また，中国国際

経済貿易仲裁委員会が制定した国際投資をめぐ

る紛争の仲裁ルール「国際投資紛争仲裁規則

（試行）」が 2017 年 10 月 1 日から施行されてい

る。これは，中国の国際商事仲裁機関が初めて

打ち出した国際投資紛争の仲裁ルールである。

国際投資紛争解決センター（ICSID），国際商

会仲裁裁判所（ICC），ストックホルム仲裁裁

判所（SCC）など国際投資紛争解決に経験のあ

る機関の制度を参考にし，かつ中国固有の調停

と仲裁の結合や仲裁人名簿制度などを加味した

内容となっている。

このようなビジネス環境の中で，日本企業と

してもいかなる国際商事紛争解決の枠組みが形

成されようとしているのかについて理解してお

く必要があるだろう14)。

なお，付言すれば，国際商取引においては，

契約書において裁判以外の紛争解決法としての

国際商事仲裁によることを約定する条項を設け

ることを推奨する。今日では，国際取引契約の

ほぼ 90％に仲裁条項が設けられているとも言

われる。国際商事仲裁を利用すれば，日本も中

国も「外国仲裁判断の承認及び執行に関する条

約」（ニューヨーク条約）に加盟しており，外

国仲裁機関の仲裁判断の承認・執行が保証され

ているからである。さらに最近では，国際商事

調停も注目される。2002 年に国際商取引法委

員会（UNCITRAL）において国際商事調停モ

デル法が採択され，2018 年の同法改正を経て，

2019 年 8 月 7 日に「シンガポール国際調停条

約」（2018 年 12 月に国連総会で採択）が米中

など 46 カ国により調印された。日本や EU は
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調印をしていないが，20 年前半には各国が批

准をし，発効する見通しである。日本では，日

本商事仲裁協会が制定した「商事調停規則」が

2014 年 4 月 1 日に施行されている。さらに日本

初の国際調停専門機関として京都国際調停セン

ター（JIMC-Kyoto）が 2018 年 11 月 20 日に

設立された。これらの調停の活用も考えたい。

中国においては，国際商事紛争を専門的に調停

する機関に「中国国際経済貿易促進委員会／中

国国際商会調停センター」（China Council for

the Promotion of International Trade (CCPIT)

／ China Chamber of International Commerce

(CCOIC) Mediation Center）がある。同調停

センターによると，これまでに 4,000 件以上の

調停事案受理があり，紛争当事者は 30 カ国・

地域に及び，調停事件のうち 80％以上が成功

裏に解決されているという15)。
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